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 国際認証制度（CITP）を活用した 
プロフェッショナル IT人材育成の試み 

 

伊藤秀行（中電シーティーアイ） 松田信之（同左） 

要旨 

・中部電力では ITを活用した新規事業を収入の柱の一つに据える新グループ経営ビジョンを発表，当社はグループ唯一

の IT会社として中核的役割を担うことになり，これまでの IT業務に加え新規事業を協創し DXを推進する役割を求め

られている．この役割を担うには，自らアンテナを立て新しい技術を貪欲に学び，ビジネスをリードできる人材が必要

となり，その育成施策が問われようとしている． 

・当社では高度 IT 人材を認定するプロフェッショナル制度があるが，能力の客観性や高齢化などの課題があった．その

ため，社会的な客観的評価を伴う高度 IT 技術者の育成を目指し，IT 業界唯一の国際認証資格である CITP 制度の活用

を 2015年から試みてきた． 

・毎年数名が CITP 認証され現在までに２３名が個人認証されており，個人認証では日本トップの合格者数となってい

る．また，若年層の情報処理試験合格者数が増加し，コミュニティによる新技術の勉強会や学会発表などプロフェッシ

ョナル貢献活動も継続的に実施されている．どのようにして継続的に取得者を増やし活動を軌道に乗せてきたのか，こ

れまでの取り組みを紹介する． 

 

１．ＤＸ時代への人材育成の課題 

１．１ 中部電力でのＤＸ方針と情報子会社の役割の変化 

中部電力では 2018 年 3月に新しいグループ経営ビジョンを発表，電力事業に加え IT を活用した

新規事業を収入の柱の一つとする戦略を掲げ，当社はグループ唯一の IT 会社として中核的役割を

担うことになった．2019年 4 月からは中部電力に事業創造本部が設立され，当社の人材も出向し加

わっている．当社はこれまでの IT 業務を安定的に支える役割に加え，DX をリードする役割も期待

されるようになった．しかしながら保守・運用業務を主な役割としてきた情報子会社で，DXを推進

する高度 IT 人材をどのように発掘・育成するかが課題となっている． 

 

１．２ 日本の IT産業構造からくる人材育成の課題  

日本の IT 産業は SI アウトソース型として発展してきた．日本の大企業は IT 部門を子会社化し，

大手 SIベンダーやその下請け会社にアウトソースするようになったが，これが日本の IT産業を欧米

から大きく遅らせる原因となったと指摘されている[1]．また，IPA（（独）情報処理推進機構）の調査

研究[2]によると，日本，アメリカ，ドイツ，フランス，中国の 5 か国の中で日本のソフトウェア技

術者は，最も学ばず，能力も低いという結果が出ている．特に日本独自の情報子会社という形態は雇

用の安定には大きく寄与してきたが，学びへのモチベーションや技術力向上に課題を残している面も

ある[3]． 

 

１．３ 自社高度プロフェッショナル制度の課題 
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当社では「学び」へのモチベーションを高める施策の一つに「中電シーティーアイ認定プロフェ

ッショナル（CCP※１）制度」がある．自社スキルスタンダード CPSS※2レベル５以上から選抜し，こ

れまでに 44 名が社内認定されており，メンターやコミュニティ活動など自身の学びと後進育成が義

務づけられてきた．しかしながら CCPは制定から 10 年超が経過し，下記課題が目立つようになって

きた． 

・選定には社外資格などの第三者評価を必要とせず，能力・スキルの客観性に乏しい 

（CCP取得者の高度情報処理試験取得率は約 5 割程度） 

・認定取得の平均年齢が 50歳前後と高く，若手から遠い存在になっている 

・終身制のため，管理職に昇進後はメンター活動やプロフェッショナル貢献活動が停滞しやすい 

・自社独自資格のため，外部とのプロフェッショナルコミュニティを形成しづらい 

こうした課題を解決するため，情報処理学会が 2014 年に創設した認定情報技術者（CITP）制度[4]

の活用を 2015年から試みている． 

※１ CCP:ChudenCTI Certified Professional ※２ CPSS：Chuden CTI Professioinal Skill Standard 

 

２．CITP制度とは 

CITP制度の目的は下記２つにある[5] ． 

・高度な能力を持つ情報技術者を可視化しその社会的地位の確立を図る 

・プロフェッショナルとして能力の継続的研鑽（CPD※3）に努め，産業界や社会に対して一層の

貢献を行う 

※３ CPD: Continuing Professional Development                 

 

２．１ CITP制度の特徴 

２．１．１ 国際認証による高度 IT技術者の客観性確保 

本制度の最大の特徴は国際的な技術者認証 ISO/IEC17024（適合性評価）および ISO/IEC24773（ソ

フトウェア技術者認証）の２つの基準に準拠していることである．日本では情報処理技術者試験や技

術士資格（情報工学）等，多数の既存資格があるが，この２つの基準を満たすものは今までになく，

2018年２月に初めて認定情報技術者（CITP）制度が認定されている[6]．  

２．１．２ 継続的研鑽（CPD）による学び続ける能力の認証 

二つ目の特徴は CPDによる「資格の 3年更新」にある．具体的には下記活動にポイントを与え 3年

間で 150ポイント以上が資格更新の条件となる．  

① 能力を磨く活動 

講演会・講習会等の受講，シンポジウム・研修会・見学会，コミュニティ活動参加など 

② プロフェッショナル貢献活動                 

技術発表，執筆活動，特許申請，後進の指導，公的機関の委員，論文の査読，講演など 

DX 時代には学び続ける姿勢や社外との人的ネットワークを広げる活動は重要であり CPD による更

新はこれらの活動を継続的に行っていることの証となる． 

２．１．３ 自社の負担が少ない認証制度 

 三つ目の特徴は導入企業の負担の少なさである．情報子会社や中小のソフトウェアハウスでは自社
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の高度プロフェッショナル制度を導入するには，審査する人材の不足や運用面の負担などハードルは

高い．CITP制度では情報処理学会が選任した審査員が認証を行い，資格更新のためのシステムの提供

や CPDポイントの審査も行っている． 

  

３．CITP制度を活用した人材育成 

CITP 制度を活用した人材育成の目的は，社員が CITP 資格により高度 IT 技術者として客観的に認

められるとともに，その取得や資格維持活動を通して自信を持ち,学ぶ意欲を高めるとともに，プロ

フェッショナル貢献活動のリーダーシップを発揮し，社内外の IT プロフェッショナルとのネットワ

ークを形成していく事にある．しかしながら創設された当時は知名度が高いとは言えず，単に取得を

推奨しただけでは社員の関心や取得挑戦者は増えず，プロフェッショナル貢献活動なども画餅になっ

てしまう恐れがあった．幸い本取り組みを始めて 5年目に入るが，毎年数名が認証され現在までに２

３名が個人認証されており，個人認証では日本トップの合格者数となっている．また，若年層の情報

処理試験合格者数が増加し，コミュニティによる新技術の勉強会や学会発表などプロフェッショナル

貢献活動も継続的に実施されている．どのようにして継続的に取得者を増やし活動を軌道に乗せてき

たのか，これまでの取り組みを紹介する． 

 

３．１ 人財開発センターの率先垂範 

CITP 制度は当社に人財開発センターが設置された翌月（2014 年 8 月）に発表された．以前から高

度 IT 人材の育成に課題を感じていた筆者らは本制度の趣旨に共感するとともに，自社の人材育成へ

活用を図るため，まずは自らが取得することにした．人材育成担当者自らが高度情報処理試験や CITP

資格を取得することで本制度の難易度や取得プロセスをチェックすることができ，支援制度の創設に

多くの知見を得ることができた．また，人材育成担当者が全国大のプロフェッショナル貢献活動にも

積極的に参加するとともに，社内コミュニティも発足させ，継続的な活動に取り組んできている．こ

うした人財開発センターの率先垂範は社員への推奨にあたり一定の推進力になったと考えている． 

 

３．２ 候補者の選出と推薦 

CITP への挑戦者創出に役立ったのは人財開発センターからの推薦である．半期ごとに高度情報処

理試験合格者の中から，リーダー以上の業務経験を有する社員を探す．そして上長に学びの意欲やリ

ーダーシップなどの姿勢について CITP として相応しいかを確認し推薦を受けた候補者に人財開発セ

ンター長から直接推薦を行っている．上長からは人財開発担務役員からの推薦が本人の自信につなが

り CITP受験のモチベーション向上に役立っているとのコメントも受けている． 

 

３．３ CITP取得支援制度の整備 

CITP 認証には高度情報処理試験の国家資格が必要である．そのため国家資格の助成金を全国トッ

プレベルへ増額したほか，申請ガイダンスや必要な経費・工数の会社負担などの支援制度を順次整え

てきた(表 1，図１)． 
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表１ CITP取得支援制度の整備 

施行日 内容 

2015年 4月 
 高度情報処理試験助成金全国トップレベルへの増額 

 高度情報処理取得セミナー開催 

2015年 6月 

 申請書類(職務履歴等)作成ガイダンス ， 

 申請料・認定登録料の取得後会社負担 

 ｢コミュニティ｣費用(旅費･宿泊費等)の会社負担 

 活動工数の人財開発室計上 

2017年 1月  審査面談のための出張旅費の取得後会社負担 

2017年 12月  応用情報取得支援セミナー開講 

2018年 8月 
 ｢CPD｣活動費用(受講料･旅費･宿泊費等)の会社負担 

 論文執筆などプロフェッショナル貢献活動工数の人財開発室計上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ CITP資格取得支援制度の全体像 

 

３．３．１ 高度情報処理試験取得支援 

まずは高度情報処理試験の挑戦者を増やすため高度情報処理試験助成金を従来の 4～6 倍に引上げ

全国トップレベルに増額した．また，合格者には勉強方法や試験対策などを後進に伝えるセミナーの

開催を義務化した．現在は社員の負担も考慮し義務化を止め専門講師による応用情報取得セミナーを

開催している． 

３．３．２ 申請書類作成ガイダンス 

CITP取得で最も苦労するところは申請書の作成であり下記の４つが必要である． 

a.認定情報技術者申請書 

b.主要業務・研修・プロフェッショナル貢献の記録 

c.業務経歴書 No1,No2 

d.達成度指標チェックシート 

e.スキル熟達度チェックシート 

このうち最も重要なのが『c.業務経歴書』である．ここに書かれている具体的な内容で申請者のス

キル・能力が認証される．申請者の実力を分かり易く伝える事が重要で，そのためのガイダンスや論

文指導を行ってきた．2017 年にはこれまでのガイダンスノウハウをドキュメント化するとともに認

定者のアドバイスも掲載した「認定情報技術者(個人認証)申請の手引き」を策定し，推薦者に配布し

ている．なお，本手引きは CITPコミュニティで公開している [7] ． 

基本情報

ITパスポート

①実務経験
②ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅ
ﾙ貢献

高度情報

応用情報

・申請ガイダンス
・論文指導

・奨励金増額
・合格者による講習

・申請料、認定手数料負担
（認証後）

・コミュニティ活動費負担

ＣＩＴＰ
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３．３．３ 取得・維持経費の会社負担 

CITP取得に必要な費用（申請料，認定登録料等）の会社負担に加え，プロフェッショナル貢献活動

であるコミュニティ活動への参加費用(旅費，宿泊費，工数)も会社負担としている．またコミュニテ

ィ活動だけでは資格更新の CPD ポイントが不足する認証者も出始めたため，2018 年からは論文執筆

などの工数も会社負担とし，資格更新を取得しやすい環境を整えてきた． 

３．３．４ 情報処理試験・CITP取得の啓蒙活動 

 新入社員研修や階層別必須研修などの機会を捉え情報処理試験や CITP の意義と支援制度を説明し

資格取得の意識醸成に努めている． 

 

３．４ 効果 

2015 年から CITP 制度による人材育成を試みてきた結果，これまでに２３名が個人認証されてい

る（図２)．また，情報処理試験合格者が増加し，CITP 認定者も CCP 認定者に比べ若返りが図られ

ている．さらにはプロフェッショナルコミュニティ活動も継続的に実施されているなどの効果も得

られている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 中電シーティーアイでの CITP合格者の推移 

３．４．１ 情報処理試験合格者の増 

高度情報処理合格者は以前の倍以上に増加している(図３)．また応用情報についても若手社員の取

得率が 50%を超えるようになった（図４)． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 高度情報処理試験取得者の推移 
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図４ 応用情報処理試験合格者の推移 啓蒙活動により若手社員の取得率が 50%を超えるようになった 

 

３．４．２ 高度技術者認定の若返り 

CITP 認定者の取得時平均年齢は 39 歳と CCP の 44 歳に比べ５歳，平均年齢も CITP41 歳，CCP49 歳

と８歳若返っている．また CITPは 20 歳代の認証者も生まれている．(図５) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ CITPと CCPの取得年齢比較 

 

３．４．３ 社内コミュニティ活動 

社内の CITP認定者を集めた社内コミュニティをこれまで 25回開催している(表２)．認定者自身

がもつ知識や技術の事例発表とディスカッションや社外有識者の講演・懇親・ディスカッションも

実施している．  

 

３．４．４ 論文執筆と学会発表 

CITP認定者による全国大のコミュニティ活動では，CITP 認証者自身が持つ「知」を論文としてア

ニュアルレポート誌にまとめ毎年発行している（図６）．また論文は情報処理学会や JUAS 研究会な

どで発表している(図７)．これまで当社 CITPの論文執筆と学会発表実績は表３のとおり． 
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表２ 社内コミュニティ活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３ 当社 CITPの論文執筆と学会発表実績 

年度 論文名 発表学会等 

2016 

CITP 制度を活用した高度 IT 人材の育成 ～超スマート社会

を支える実践的技術者育成～ 

ソフトウェアジャパン 2017 

情報処理学会第 79回全国大会，FIT2017，

JUASアドバンスド研究会 2017 

日本を元気にする攻めの IT  -組み合わせ型のビジネス課

題解決- 

ソフトウェアジャパン 2017 

JUASアドバンスド研究会 2017 

2017 

中国のインターネット事情 ～ キャッシュレス化がもたら

す超スマート社会 ～ 

ソフトウェアジャパン 2018 

JUASアドバンスド研究会 2018 

小学校プログラミング教育への考察 ～夏休みの宿題で感じ

たこと～ 

ソフトウェアジャパン 2018 

JUASアドバンスド研究会 2018 

パブリッククラウドの本格利用に伴うネットワークの課題

と対策 

JUASアドバンスド研究会 2018 

ITSS レベル判定からの脱却 ～iCD と PBL を活用した IT 技

術者育成体系の再構築～ 

FIT2018 

2018 
プロジェクト成功のためのチームビルディングと動機づけ

のすすめ 

ソフトウェアジャパン 2019 

JUASアドバンスド研究会 2019 

№ 開催日 講義テーマ

1 2016年6月15日(水) 過去解析業務の事例紹介

2 2016年7月29日(金) マーケティング入門

3 2016年9月28日(水) ＰＭ実践：コミュニケーションについて考える

4 2016年11月15日(火) ドローンの機能理解、今後の活用についての研究

5 2017年1月30日(月) ソフトウエアジャパン２１０７･ＣＩＴＰフォーラム講演内容（予定）の紹介

6 2017年3月15日(水) 情報セキュリティ技術の最新動向研究

7 2017年4月24日(月) メンタリングとは

8 2017年5月24日(水) 中電クラウドの取り組み状況について

9 2017年6月21日(水) 介護用ロボットの現状

10 2017年7月18日(火) 中国のインターネット事情/当社スマホアプリ開発事例

11 2017年9月25日(月) サイバー犯罪について

12 2017年10月26日(木) ネットワークトラブル事例について

13 2017年11月21日(火) ストレージ技術/小学校プログラミング教育についての考察

14 2018年2月6日(火) ＩＴエンジニアの将来について～10年後ビジョンの考察

15 2018年4月19日(木) ＣＩＴＰ更新手続きについて/ＣＰＤ登録システムの紹介

16 2018年5月24日(木) オペレータ業務と拠点間コミュニケーション

17 2018年6月21日(木) ISPにおける高可用性サーバの紹介とサイトブロッキングの現状について

18 2018年7月26日(木) IT海外トレンドと日本

19 2018年9月18日(火) インターネットが何であるかを知るネットワーク技術者教育

20 2018年10月23日(火) 深層学習による画像認識技術とロボット応用

シングルボードコンピューターを使った個人用サーバーの構築

新米PMのプロジェクト体験

22 2019年4月23日(火) 情報銀行

23 2019年5月16日(木) ITコンサルタントの仕事とは？　～マインドセットの重要性～

24 2019年6月20日(木) 失敗学入門

25 2019年7月26日(金) キャンパスベンチャーグランプリ

21 2019年2月21日(木)

図６ 全国大 CITPコミュニティの論文誌    図７ ソフトウェアジャパン２０１８での当社 CITP発表の様子 
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３．４．５ プロフェッショナルネットワークの形成 

全国大のコミュニティ活動には定例会と専門部会がある．専門部会にはシビックテック，プログ

ラミング教育支援，「知」の発信，アラサー技術者交流などがあり[8]，当社の CITP も定期的に参加

している．シビックテック専門部会ではデザイン思考を用いた社会貢献活動の一環として，東日本

大震災の復興に貢献すべく，石巻専修大学の協力のもと「震災復興アイデアソン」を実施している

[9]（図８）．また，プログラミング教育支援[10]では小学校のプログラミング教育について小学校

の先生から相談を受け会合を重ねている．こうした社会貢献意識の高いメンバーとのネットワーク

を形成し活動することで，技術力だけでなく人間的側面でも刺激をうけることができる（図９）． 

 

 

 

 

 

 

図８ 石巻専修大学 震災復興アイデアソン      図９ 全国大コミュニティは本音の情報交換ができる 

 

３．５ 課題と対策 

３．５．１ 社内コミュニティ活動の活性化 

社内コミュニティ活動は発足当初は出席率も高かったが次第に低減傾向に陥っている．この魅力を

高めることが CITP 取得への推進力につながることから常に工夫と改善を行ってきているが十分とは

言えない．今後も全国大や他社コミュニティの連携など，CITPの知的好奇心を刺激する活性化の対策

が必要である．これまでの活性化施策をまとめると以下の通りとなる． 

①全国大コミュニティの名古屋開催（CITPコミュニティ inNAGOYA）により，全国大の認証者との

交流を図る．これまでに 4回開催しておりその内容は表４のとおり. 

 ②情報技術分野の第一人者による講演と懇親ディスカッション（白熱教室）を開催．社員が参加

しやすいように開始時間を業務時間内(16 時～)とし，講演終了後には懇親会を開催し講師との

交流を図るようにしている(表５，図１０)． 

③コミュニティ運営の自主性や柔軟性を高めるため，認定者互選の代表者（チェアマン 1名，バ

イスチェアマン 2 名）による運営に移行(図１１) 

表４ CITPコミュニティ inNAGOYAの開催実績  

日時 内容 参加者数 

2015年 12月 ・価値創造，プロジェクト成功，人材育成に関するディスカッション等 18名 

2016年 12月 ・小学校段階におけるプログラミング教育と CITPとの連携， 

・大手通信会社における人材育成施策の紹介 

・特別講演：高度 IT人材のコンピテンシーについて（湯浦静岡大学教授） 

24名 

2017年 12月 ・大手ベンダーITプロフェッショナル認定制度の紹介 31名 

2018年 12月 ・SOCの検知結果に見る攻撃のトレンド(中電シーティーアイ) 

・デジタルトランスフォーメーションへの取り組み～DevOpsプラットフォーム構

築への挑戦～(中電シーティーアイ) 

24名 

撮影：デジタルフィールド 赤根氏
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表５ 情報技術分野の第一人者による講演と懇親ディスカッション（白熱教室）一覧 

日時 内容 参加者数 

2018年 9月 中京大学 工学部教授/(株)リフレクション CTO 鈴木 常彦氏 

「インターネットが何であるかを知るネットワーク技術者教育」 

21名 

2018年 10月 中部大学 工学部ロボット理工学科教授 藤吉 弘亘氏 

「深層学習による画像認識の仕組み -成功事例と失敗事例」 

25名 

2019年 5月 ITコンサルタントとの仕事とは～マインドセットの重要性～ 

PwCコンサルティング合同会社 立川真一 

40名 

2019年 10月 JX金属株式会社 正木 信治 (株)ハイマックス 土屋俊樹 

「ワールドカフェを用いたデザイン思考ワークショップ」 

25名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１０ 情報技術分野の第一人者による講演と懇親ディスカッション（白熱教室）の社内ポスターと講演の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１１ 社内報で新しいコミュニティ運営体制の紹介 
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 ３．５．２ 個人認証の更新ポイントの不足 

折角取得したもののコミュニティ活動に参加せず資格更新をしない(あきらめる)取得者も出ている．

特に社内コミュニティ(1回 2 ポイント)のみではＣＰＤポイントが不足してしまう．そのため，３．

３．４で述べたように優れた発表には論文執筆や学会発表を勧めてきたが，論文を書く時間がなかな

か取れないという意見もあったことから，これらの工数を会社負担(業務として論文を執筆できる)す

る施策を 2018年から開始しているが、この対策が更新ポイント取得に役立つかは検証できていない. 

 

４．新たな自社高度プロフェッショナル制度の構築 

CITP制度を活用することにより現行の CCP制度の課題について改善が期待できる（表６）．現行 CCP

制度での新規認定を中止するとともに，新しいプロフェッショナル制度の設計を進めている．新しい

制度では CITPにて定義されている職種については CITP取得を必須要件とする予定である．  

表６  CITP制度活用による自社プロフェッショナル認定制度の課題解決 

自社プロフェッショナル認定（CCP）の課題 CITP活用による効果 

社外資格などの第三者評価を必要とせず，能力・スキル

の客観性に乏しい 

高度情報処理試験合格が必須 

国際的技術者認証基準に準拠した業界初の国際認証制度 

認定取得の平均年齢が 50歳前後と高く，若手から遠い存

在になっている 

取得平均年齢▼５歳（４４→３９），平均年齢▼８歳（４

９→４１）若返り，20代の認証者も生まれている 

終身制のため，管理職に昇進後はメンター活動やプロフ

ェッショナル貢献活動が停滞しやすい 

継続的研鑽（CPD）による 3年での資格更新．能力を磨く

活動やプロフェッショナル貢献活動が求められる 

自社独自資格のため，外部とのプロフェッショナルコミ

ュニティを形成しづらい 

コミュニティ活動や専門部会等にて技術，意識の高い全

国の高度 IT技術者と交流できる 

 

５．DX時代に向けた CITP制度への期待 

５．１ 高度 IT技術者に自信と学びと視野拡大の環境を 

１．２で述べたようにアウトソース型として発展してきた日本の IT産業では，IT技術者は保守的

な立場に置かれてきたため DX 時代をけん引する人材の育成は容易ではない．しかしながらこれまで

の環境でも高い技術スキルを身に着けた人材を客観的に評価することで自信を与えるとともに，人的

ネットワークや社会貢献まで視野を広げて自己研鑽できる環境を用意することは地道ではあるが着

実な人材育成施策である.  

 

５．２ 高度 IT技術者のリテンション 

IT人材の獲得競争が激しくなる中，企業にとって優秀な IT 技術者獲得やリテンションには何が有

効なのであろうか？ 当社の高度技術者候補者（CCP，CITPおよび中核的技術スペシャリストの候補

者 43 名）に自社へのロイヤリティを高めるための調査を実施したところ，最も要望が高かったのは

給与面での待遇改善で５３％，次いで自己啓発での時間・費用の支援が３７％であった(図１２)．高

度技術者にとっては学ぼうとする姿勢に会社が時間と費用を支援することが高い支持を得ている． 

社員の成長に必要な経営資源を惜しみなく投入し，全力で応援する姿勢こそこれからの IT 会社には

欠かせない.  
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図１２ 高度技術者候補者の意識調査 

 

５．３ 第三者証明 

DXを推進するにあたり業務に精通する情報子会社にはコンサルティングなどより高度な役割を求

められるようになるが，その役割を担う人材が一般の IT コンサル会社や大手 ITベンダーと比べて

も同等であることが期待されている．国家資格である高度情報処理試験や国際認証資格である CITP

の取得はこの期待に応えるひとつの手段となる． 

 

６．終わりに 

2015年より CITP取得を推奨し支援施策を順次整備してきたが若手社員の資格への関心が随分と高

まったと実感している．また，人材育成担当として,CITPに推薦され認証された社員が自信を得られ

るていることは一番嬉しいことである．本制度により多くの人材が自信と学びへのモチベーション

を得てより高みに向かって成長していくことを期待する． 
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